
１　一般会計の決算状況

（単位：千円）
歳出決算額 繰越財源 実質収支

7,147,240 23,970 128,884

（単位：千円）

【歳入】
予算額Ａ 決算額Ｂ 比較Ｂ－Ａ

1,004,699 1,014,906 10,207

55,501 55,092 △ 409
2,000 2,263 263
5,000 5,652 652
5,000 5,583 583

161,373 161,373 0
16,001 20,104 4,103
4,136 4,136 0

3,432,557 3,459,238 26,681
1,000 1,232 232

44,487 41,800 △ 2,687
128,450 129,528 1,078

758,792 367,191 △ 391,601
345,501 341,474 △ 4,027
160,734 165,754 5,020
18,501 18,356 △ 145
660,894 555,100 △ 105,794
200,739 200,739 0
107,927 101,572 △ 6,355
752,000 649,000 △ 103,000

7,865,292 7,300,094 △ 565,198

【歳出】
予算額Ａ 決算額Ｂ 比較Ａ－Ｂ

70,687 68,421 2,266
1,083,382 1,019,764 63,618
1,899,986 1,872,832 27,154
1,112,849 1,098,645 14,204
926,222 605,977 320,245
83,370 81,252 2,118
347,759 337,570 10,189
466,330 455,326 11,004
434,700 419,684 15,016
320,342 73,824 246,518

1,115,254 1,113,933 1,321

14 14 0
4,397 0 4,397

7,865,292 7,147,240 718,052

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

152,854
歳入決算額
7,300,094

形式収支

　平成29年度一般会計歳入歳出決算は、予算額7,865,292千円に対し、歳入額7,300,094千
円（92.8％）、歳出額7,147,240千円（90.9％）となり、翌年度へ繰り越した財源23,970
千円を差し引いた実質収支は128,884千円の黒字となりました。
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平成29年度　決算の概要

（１）決算の収支

（２）歳入歳出決算総計表（款別）
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（３）歳入　自主財源・依存財源別 （単位：千円・％）

区分 決算額 構成比

町 税 1,014,906 13.9

分 担 金 及 び 負 担 金 41,800 0.6

使 用 料 及 び 手 数 料 129,528 1.8

繰 入 金 555,100 7.6

繰 越 金 200,739 2.7
そ の 他 285,682 3.9

小　　計 2,227,755 30.5
地 方 譲 与 税 55,092 0.8
地 方 交 付 税 3,459,238 47.4
国 庫 支 出 金 367,191 5.0
県 支 出 金 341,474 4.7
町 債 649,000 8.9
そ の 他 200,343 2.7

小　　計 5,072,338 69.5
7,300,094 100.0

（４）歳出　性質別 （単位：千円・％）
決算額 構成比

人 件 費 ○ 1,330,929 18.6
物 件 費 868,096 12.1
維 持 補 修 費 36,948 0.5
扶 助 費 ○ 550,610 7.7
補 助 費 等 982,229 13.7

小　　計 3,768,812 52.7

普 通 建 設 事 業 費 1,134,861 15.9
災 害 復 旧 費 73,824 1.0

小　　計 1,208,685 16.9
公 債 費 ○ 1,049,837 14.7
積 立 金 142,877 2.0

投資及び出資金・貸付金 155,507 2.2
繰 出 金 821,522 11.5

小　　計 2,169,743 30.4
7,147,240 100.0

2,931,376 41.0

（５）一般会計町債残高 （単位：千円）
一 般 単 独 事 業 債 3,197,676
　うち　合併特例事業債 2,691,834
過 疎 対 策 事 業 債 2,847,434
臨 時 財 政 対 策 債 3,171,423
辺 地 対 策 事 業 債 31,249
そ の 他 1,239,420

合計 10,487,203

　合　　計

義務的経費　（○印）

区分（款別）

自主財源

依存財源

　合　　計

性質別区分

消費的経費

投資的経費

その他の経費



（６）一般会計基金残高 （単位：千円）
2,361,010

71,421
1,756,503
109,184

4,298,118

（７）一般会計の主な事業（災害復旧事業を除く）
宮川特産品加工流通施設整備事業 181,713 千円
森林環境創造事業 45,791 千円
ほっとする道ばた森林整備事業 8,729 千円
有害鳥獣捕獲対策事業 10,269 千円
新田1号線道路改良事業 35,515 千円
半次郎橋橋梁整備事業 60,417 千円
町営バス運行事業 34,777 千円
浄化槽市町村整備推進事業 55,100 千円
日進保育園整備事業 232,580 千円
福祉医療費助成事業 68,239 千円
集会施設（上三瀬）改築事業 73,632 千円

２　特別会計・企業会計の決算状況 （単位：千円）
（１）特別会計

区分 歳入決算額 歳出決算額 形式収支 繰越財源 実質収支
国 民 健 康 保 険 1,562,183 1,507,482 54,702 0 54,702
住 宅 貸 付 828 1,007 △ 179 0 △ 179
介 護 保 険 1,630,245 1,596,399 33,846 0 33,846
生 活 排 水 処 理 312,266 306,951 5,315 0 5,315
後期高齢者医療 314,870 312,465 2,404 0 2,404

（２）企業会計
区分 営業収益 営業外収益 特別利益

1,562,183 1,507,482 0
営業費用 営業外費用 特別損失

560,041 51,793 4,379

３　主要指標の状況 （比率単位：％）
95.9
8.8
53.7
0.253財 政 力 指 数

（注）本資料中の各計数は、表示単位未満四捨五入をしています。
　　　その都合、積み上げと合計額が一致しない場合があります。

経常収支比率（臨財債含）

そ の 他 定 額 運 用 基 金
合　　　　計

※住宅新築資金等貸付事業特別会計において、収支が△179千円となりました。
　このため、翌年度歳入繰上充用により対応を行っています。

実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率

水道事業

当年度純損益
△ 173,345

財 政 調 整 基 金
減 債 基 金
そ の 他 特 定 目 的 基 金



４　地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

【歳入】

　　地方消費税交付金（社会保障財源化分） 68,792 千円

【歳出】

　　社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 635,173 千円

　　　　　　　　　　　　　

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：千円）

国（県）支出金 地方債 その他
社会保障財源化分
の地方消費税交付

金
その他

社会
福祉

子ども・子育て支援事業 565,144 16,871 113,800 32,955 58,643 342,875

社会
保険

国民健康保険事業 50,000 0 0 0 7,303 42,697

保健
衛生

健康づくり推進事業 20,029 543 0 0 2,846 16,640

635,173 17,414 113,800 32,955 68,792 402,212

　この資料は、地方税法第７２条の１１６（平成２６年４月１日施行）の規定を踏まえ、引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられ
た経費について明らかにするものです。

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

　平成２６年４月１日から消費税率（国・地方）が５％から８％へと引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、
その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。
　大台町の平成29年度一般会計決算における社会保障施策経費への充当状況は以下のとおりです。

合計


